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経営の時代が目の前にある。

連載3回目となる今回は、行政経営に

向けた市川市の取り組みを取り上げて

みたい。

自律経営体としての組織

自律経営体としての機能を一言で言

えば、「権限と責任」である。権限とは経

営資源を自ら管理することができる仕組

みであり、責任とは目標を設定し戦略を

組み立て、実行した業績結果に対する

部門長の説明責任のことである。

一般に行政改革のスピードは危機感

に比例するといわれる。全国の自治体

をみても、首長の変更といった政治的エ

ポックや不祥事の露見といった緊急時に

仕組みの大改革に着手されることが多

い。確かに緊縮財政や、事務事業の廃

止など削減型の行革は一定の効果があ

る。しかしサスティナブルに、且つ市民満

足度の向上を図りながら改革を進める

ためには、自発的な改革を推進する、い

わば自らのエンジンを

備えた組織体が不可

欠である。つまり行政

の組織機構を根本か

ら組み立て直すこと

だ。もちろん一朝一夕

にはいかない。相当

の覚悟を持って職員

一丸として取り組まな

くてはならない。当

初、仮に事業部門に

失敗があったとして

も、反動で直ちに権限を集中化させるよ

うな一貫性のない対応はしてはならな

い。行政改革で最もしてはならないこと、

それは場当たり的な対応である。

庁内分権（予算、人事権の委譲）

自律経営が可能となる単位の組織

（部局）は、使命を達成するための目標

を設定し、戦略を実行する。適切な実行

には組織の経営資源である職員や予算

を最適配分する必要がある。これまで総

務、財政部局の専権事項であった権限

を事業部門に委譲することにより、年度

途中に発生する課題に迅速に対応する

ことや、「使い切り予算」から「上限予算

額」として執行改善に繋げていく。

市川市では平成16年度から職員の配

属を部付けに改めた。このことにより、部

長は柔軟に部内の職員配置を決定する

ことができる。また、予算編成では政策

予算と経常予算に区分し、予算額の占

める割合の大きい経常予算について包

行政管理から行政経営へ

自治体を取り巻く外部環境は、少子高

齢社会の進展、多様で複雑化する市民

ニーズ、高度な情報ネットワーク社会の

到来など劇的に変化している。一方、行

政内部では国からの財源委譲が少しず

つ進んでいるものの、依然として歳入が

伸び悩む状態が続き、このままでは財政

構造がますます硬直化していく傾向に

ある。こうしたことから、どの自治体にお

いても真剣に行財政改革に取り組み、単

なる掛け声に終わることなく真に市民の

ための成果を上げようとしている。つま

り、行革も結果を出さなければ評価され

ない時代になったわけだ。

行政は市民満足度の向上を目指して

日々努力しているが、多様な市民ニー

ズに的確に応えていくためには、全ての

ことに所管部門を超えた横断的視点を

持つ必要がある。都市基盤整備を例に

しても、福祉の視点、文化、教育の視点、

または健康の視点などさまざまに関連し

ている。こうした横断的な課題に対して

は、官僚制ともいわれる縦割りの組織機

構では課題解決が困難であり、市川市

をはじめ、一部の自治体では「局制」「事

業部制」といった組織再編を行うととも

に、自律経営体としての機能を強化す

るため、人事、予算権を事業部門に委譲

して、迅速な意思決定とサービスの提供

を行っている。あらかじめ定められた手

順を十年一日のごとく着実に行えば良

しとする時代は終わり、自ら学習して成

長し、絶えず変革しながら実行する行政

自治体Express
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これからの行政経営のあり方第3回
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括枠配分で部に提示し、部内で主体的

に編成作業を進めている。一方の政策予

算については、部長がプレゼンテーション

を行って予算獲得している。こうした予

算権の改革は、財務会計システムを新た

に構築しなおす歩調と同期をとって進め

られた。今後は、財務会計システムのサ

ブシステムで行う業績評価（事務事業評

価／左頁・資料1参照）を活用し、効率

的な予算執行によって執行残があった

場合に、一定率の額を次年度の部の予

算に返すインセンティブ型の予算システ

ムを加えていく。このように部長には、こ

れまで以上に部門執行責任者としての

権限が与えられる。こうした権限が必要

になる理由は、求められる行政需要に対

して、経営資源を次々に投入できる増分

主義の時代が終わりを告げ、事業の優

先順位に基づく峻別を行い、確実な業

績目標を達成するための強力な指導力

が必要とされるためである。

権限の委譲は、一方で部局の独断や

独走といった危険もはらんでいる。その

ため、部局の政策的事業、戦略的事業

の方向性を決定する際には、首長以下

のトップマネジメント会議である行政経営

会議での承認が必要となる。部局長が

行政経営会議のメンバーと、重要事業の

推進について一種の協約を結ぶという

イメージである。

横断的課題への対応
（ネットワークの構築）

部が自律経営体として機能する際に

忘れてはならないもう一つの視点は、今

後ますます必要になる部局横断的調整

機能である。このことに対する回答は一

つではないはずだ。それぞれの地域性

や組織文化に合わせて判断されること

になろう。事業部門をひとつの独立した

組織体とする事業部制や、事業部長と

政策部長を兼任するようなマトリックス型

の組織を採用している自治体もあるが、

市川市では関係の深い複数の部をまと

めて局を設置している。これまでに建設

局、保健福祉局の2局を設置した。今

後、局長には部間の調整機能が強く求

められていく。また、局を超える課題であ

る電子自治体の構築については、どの

部局にも属さない局長級のスタッフ職と

して平成17年度からＣＩＯ（情報政策

監）を設置し、全庁に渡る調整を行うとと

もに、強力な牽引役を担っている（資料

2参照）。

こうした組織機構の改正の他、柔軟で

機動的な対応を可能とする仕組みとし

て、プロジェクト・チームの設置、さらには

短期間の集中的業務に対し最大限の

効果を上げるための職員活用（市川市

ではスーパー・スタッフ制と呼んでいる）

を行っている。特にスーパー・スタッフ制

では、職員個人が持つ職能や知識を本

来業務以外の分野で最大限活用してい

こうとするもので、職員自らの発意によっ

て登用することにより、職員の自己実現

にも繋がるものと考えている。

既に国際交流の場などで、語学力や

知識を大いに発揮して職務に当たって

いる。詰まるところ、組織は人である。学

習する組織として組織のシナジー効果

をいかに出していくのかが重要である。

自律経営体は市民志向で

行政内部の組織と仕組みの改革につ

いては、これまで述べてきたとおりであ

る。自律経営体は、複雑な行政課題の

解決に対して今後ますます戦略経営的

取り組みが求められることになるが、そ

の際には庁内の共通言語となる経営フ

レーム、つまり新しい行政運営システム

を構築する必要がある。組織と仕組み

の改革を踏まえた上で、どのような行政

運営システムを構築していくのか。現在、

その起点は「市民の声に耳を傾けるこ

と」だと考えている。そこで市民志向の

仕組みを説明することから市川市が考え

る行政運営システムを紐解いてみたい。
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